研修出張様式４


研修報告書

	所　属　生活訓練施設　青山荘　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　長谷部　拓生

	期　　間　　平成　18年　11月　15日　～　平成　18年　11月　17日

	出張目的　　平成18年度　第34精神医学学会

	出 張 先　　三重県総合文化会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜総括＞

今回初めて精神医学会に参加させていただいたことで、普段どうしても「福祉」の立場に偏っている自分の視点に、医療の重要性、「疾病と障害の共存」を呈する精神障害者の地域生活を支えるために、精神保健福祉士としての専門性や倫理性の向上・精神障害者の権利擁護・チーム医療について見直すことができた。また、自立支援法が施行された現状の精神保健施策について、現在自分の立場でできることについて、精神保健福祉士の専門性とは何かについて考える。

精神医学会を通して、現在の精神科医療は入院中心から地域医療へと大きく軸足を変えつつあること、社会的入院の解消に向けて、各地で退院促進事業が展開されている。一方、で病棟からの転換が可能な地域福祉施設への入所や単身地域生活への移行が図られ、医療機関においてはスタッフの医療に対する意識の変化や退院に向けた取り組みが加速していることを再確認した。

そのような中で、青山荘の今後の課題として、自立支援法施行を踏まえ、入所者の生活課題に対する訓練、援助、相談機能を果たすだけでなく、時には利用者全体である集団に対しての支援を求められることもあり、グループワークについての知識と技術が必要となる。また、精神保健福祉士として、コミュニティーワーク、社会復帰施設の健全な運営管理、ケアマネジメントなどについても基本的な知識と具体的な活用により、入所者の自主活動、地域でのセルフヘルプグループや家族会などの当事者運動との関与も当然のことながら、他職種との連携、地域における他機関や多分野との連携が求められる。今後、NPO法人メンタル・ケア・サポート、青明舎と連携した精神保健福祉ボランティア講座開催によるボランティアの育成や地域住民の活動への参加広報普及活動も実践していく必要があると考える。

また、社会的ニーズへの対応の裏側には職能者としての「質の担保」「人材育成」も求められる。精神保健福祉士の専門性について精神医療・福祉の知識や情報を保持しまた技術を有しなければならない。そうした知識・技術に係わる理論が実践の検証を受け、フィードバックされ実践倫理を見直して行くという作業を繰り返し今日に至っていることを理解し、特に技術面については、現場実践として業務遂行の視点の明確化がその根幹になることを認識する。クライエントとの「かかわり」のについて成果が得られものであるかどうかは誰がそれをやるかということにかかわってくる。誰にでもできるものではないのは精神保健福祉士の技術として固有のアイデンティティがあり、専門性の確立が必要となる。

最後に、専門職としてまたGOMとして青山荘において運営を預かる責任のある立場にあることを自覚しまた、利用者との信頼関係の上にその立場の任を預かっていることを覚知することで、施設、組織、事業に関する健全な運営のための諸システムの確立ができる。日々の業務では「木を見て森を見ず」になりかけていた自分の視点に精神医学会への参加は大変刺激的であり、今後、青山荘の機能が最大限に発揮できるような取り組みを実施していかなければと考えさせられた学会であった。

＜研修要旨＞

会長講演　「精神病院の今後のあり方」　

鮫島病院　院長、日本精神科病院協会　会長　鮫島　健

鮫島会長は平成18年6月に可決された医療費制度改革法案について、医療給付費の抑制を中心とした「健康保険等の一部を改正する法律案」と良質な医療を提供する体制の確立を図るための「医療法等の一部を改正する法律案」では様々な問題点を抱えているとし、診療報酬のマイナス改定、入院基本料の組み直し、看護体制の変更や入院時食事療養費制度の見直しがあり、精神科医療も大きな影響を受けていると話された。

特に長期入院患者のベッド数の削減と医療費削減を踏まえ、後期高齢者医療保険制度の創設（※）、「療養病棟」の削減（※）の説明では、療養病棟の内訳として５割が後期高齢者のアルツハイマー等の器質性精神疾患で入院している患者様で、精神科入院している全体の18％が「療養病棟」に入院している。このような現状から今後、「療養病棟」と「精神療養病棟」との棲み分け（介護保険との統合にならないように）、新しいニーズに対応した精神科病院としての全人的な医療の展開が求められ、地域医療の中心となっている精神科病院の果たす役割は大きいとの事であった。

（※）「後期高齢者医療保険制度の創設について」

老人医療費を中心に国民医療費が増大する中、現行の制度では、現役世代と高齢者世代の不公平が指摘されている。このため、新たな高齢者医療制度を創設し高齢者世代と現役世代の負担を明確化し公平で分かりやすい制度とする新たな高齢者医療制度を創設することや、予防医療を重視することなどが柱。

新たな高齢者医療制度は平成２０年に創設され、７５歳以上の患者負担は１割、７０歳から７４歳は２割負担、６５歳から６９歳は従来どおり３割負担とし、いずれも現役並み所得のある高齢者の患者負担は３割を求める。

→制度としては介護保険制度と似ている。

（※）「療養病棟」の削減

本年６月成立した医療制度改革関連法には療養病床の再編が含まれている。
　療養病床は、主に高齢者が長期入院しており、医療保険から費用が支払われる２５万床と介護保険から費用が支払われる１３万床がある。患者の状態はほぼ同様で、医療保険或いは介護保険の選択はそれぞれの施設に任されている。
　今回の制度改革では、医療費削減の一環として、２０１１年度末までに、医療型と介護型の合わせて３８万床から　２３万床を削減、医療保険のみの１５万床迄に削減されることになった。（介護療養型医療施設は廃止）
　療養病床に入院している医療の必要性が低いとされる患者は、厚生労働省によれば約半分とされており、「社会的入院」を解消する為、介護老人保健施設（老健施設）等への転換を進めるものである。
　しかし、家庭に戻れない高齢者の受け入れ先が確保できないことから「医療難民」を生み出し、また、地域医療・慢性期医療の崩壊という大きな問題を抱えている。
シンポジウム１「障害者自立支援法における精神医療・福祉の展開」

＜考察＞

　自立支援法の施行に伴い障害種別の制度がなくなり、施設体系も従来とは全く異なるものに姿を・名称を変えていく。また、介護保険制度との統合が透けてみえるために定率負担・障害者認定区分が導入され課題と検討すべき問題が多い法である。精神障害者の置かれている状況は、半年や一年単位で急速に改善するもではなく、まずは精神障害者の現状回復の支援が欠かせない。青山荘、青風荘は平成２４年３月末までの間に障害者自立支援法に基づく新事業に移行しなければならないため、現状を整備し移行までの経過を整備する必要がある。

　今回のシンポジウムでは、厚生労働省　障害保健福祉部　精神・障害保健課　課長補佐山本　圭子氏も演者となっていたが、内容は現在我々が所有している情報と代わり映えしないものであった。現在、青山荘・青風荘が自立支援法の施設体系に移行した場合のプラン作成中であるが、今回のシンポジウムの内容も踏まえて、12月中に提出したいと思う。

「自立支援法からみた長期入院患者の処遇のあり方。」

財団法人花園病院　院長　山角　駿　氏

「相談支援事業とケアマネジメント」技法について

医療法人　北斗会　さわ病院　理事長・院長　澤　温　氏

「障害程度区分二次判定と「二軸評価・生活障害評価」

医療法人財団　松原愛育会　松原病院　理事長　松原　三郎　氏

「精神障害者の地域経済生活と自己負担」

医療法人社団　ときわ病院　理事長　花井　忠雄　氏

シンポジウム４「情報を提供する。守る」

「個人情報の保護と利活用」

医療法人財団　青仁会　青南病院　病院・理事長　千葉　潜　氏

「精神科治療者と患者間の情報の共有化―リハビリテーションの視点から」

医療法人　高田西城会　高田西城会病院・（福）つくしの里　理事長　・院長　川室　優氏

＜考察＞

個人情報保護法は個人の情報の取り扱いについて十分な対応をせまられているため、精神科病院はじめ私たち地域施設の職員もこの法について周知徹底することが必要である。

平成１７年の全面施行された個人情報保護法は、千葉CEOが講演されたように『現代社会のさまざまな場面で利用されている個人情報を、より安全かつ適切に利用していくことすなわち「個人情報の保護と利活用」を目的に制定された法律』であるが、個人情報保護法の利活用については私自身も個人情報保護とプライバシーの確保を混同して捉えている気がした。

青山荘の業務の中で個人情報の保護について考えたとき、保護と利活用はできているのだろうか。

(1)個人情報の取得に当たり，利用目的を本人に通知
(2)利用目的の範囲内での情報の利用
(3)本人同意のない第三者への情報提供禁止
(4)情報漏えい防止のための安全管理措置
(5)本人からの開示・訂正・削除・利用停止等の請求への対応等が課されている　等
（1）についてはできている。

（2）スタッフ間での情報の共有は法人職員であればどんな情報でも共有できるのか。

（3）・入所者家族への情報提供については？・・・、本人の確認を得ないで情報提供している場合もある。・本人の意向に応じた対応ができている？・・・心がけているが、ケースを優先し家族を誘導している場合もある。・他機関からの情報提供を依頼される場合と依頼する場合の個人情報は適切なものか。

（4）地域処遇検討会議等の資料の持ち帰りは（会議後の資料の取り扱いは適切であるか）

　　　電子情報のIDやパスワード管理については？・・・対応している。

（5）入所者からは、ケース記録・ケアマネジメント・処遇計画　等の開示を求められていない。（相互の情報の共有化ができていない。）

上記を振り返り、この法律の「保護」の部分については青山荘でも周知し、おおよそ活用できていると考えるが、細部事項については「この取り扱いで良いのだろうか」、と疑問符のつくことが多く適切な対処方法はできていない。また、この法律をより安全かつ適切に利用する方法として、ケアマネジメントとプランニングを利用者と共同で作成していく過程が情報の共有化となり、「利活用」に繋がるものと考える
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